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給与構成比率

　労働省「賃金労働時間制度総合調査報告」（一九八一年九月）によれば、一九八一年の産業別の

給与構成比率（企業規模三〇人以上）は第31表のとおりである。まず産業計では、基本給が八一・

八％で大きな比率を占めているが、七〇年以降の推移をみると、七五年九月には八四％であったも

のがしだいに比率が低下している。基本給以外の手当で変化が目立つのは、七〇年九月において

通勤手当と生活手当を合わせたものが一・二％にすぎなかったが、八一年九月においては通勤手

当二・九％（前年二・八％）、生活手当七・四％（前年七・三％）と大きく増加している。

　給与構成比率の産業別特質をみると、鉱業は、基本給の比率が八五・〇％、通勤手当の比率が

一・六％と比較的高く、また所定外賃金の比率も一四・三％で製造業にくらべて高いのが目立ってい

る。

賃金体系の種類別企業数の比率

　おもな賃金体系の種類別企業数の比率を第32表によってみると、まず企業規模計では、単一型体

系をとる企業が八二・二％と大きい。しかし前年の八二・六％にくらべると若干比率が低下している。

単一型体系のなかでもっとも比率が高いのは総合給型（一つの基本給項目のなかで仕事的要素お

よび属人的要素を総合勘案してきめられているもの）であり、前年の六一・九％から六三・五％に増

加した。仕事給型は、前年の一三・八％から一三・三％に、また属人給型は六・九％から五・五％に

減少している。併存型体系は、一七・八％（前年一七・四％）であり、そのなかで、もっとも比率が高

いのが仕事給・属人給型五・八％である。

　企業規模別の特徴をみると、一〇〇〇人以上の規模の企業では、併存型体系をとるものが四八・

五％とかなり多く、前年の四四・五％から比率は増加している。なかでも仕事給・属人給型の比率が

一七・二％ともっとも多い。一〇〇～九九九人、三〇～九九人の規模になると単一型体系の比率が

高くなる（一〇〇～九九九人七四・〇％。三〇～九九人八六・五％）が、とくに、総合給型は、一〇〇

〇人以上が四〇・五であるのにたいして一〇〇～九九九人は五七・九％、三〇～九九人は六六・

四％と、規模が小さくなるほど比率が高まっている。つぎに各種手当の採用比率を第33表によって

みると、まず採用比率が高いのは通勤手当（八七・一％）、役付手当（八〇・九％）、地域手当（七三・

一％）、奨励手当（六〇・五％）である。生活手当のなかで比率が比較的高いのは、地域手当をのぞ

くとその他の生活補助手当（四七・九％）、住宅手当（四三・五％）である。
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